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 はじめに
｢女性に対する暴力｣ という言葉は､ 国連を中心に展開されてきた､ 世界のジェンダー平等を目
指すＮＧＯ活動の中で用いられ始めた言葉である｡ ｢女性に対する暴力｣ を､ 年 ｢女性に対す
る暴力撤廃宣言｣ は ｢女性に対する肉体的､ 精神的､ 性的又は心理的損害又は心理的損害又は苦痛
が結果的に生じるか､ もしくは生じるであろう性に基づくあらゆる暴力を意味し､ 公的又は私的生
活のいずれで起こるものであっても､ かかる行為を行うという脅迫､ 強制又は自由の恣意的な剥奪





うことを捉え､ 特に ｢女性に対する｣ 暴力と名付けられた｡
この ｢女性に対する暴力 (以下 ｢ＶＡＷ｣ とする)｣ は克服されるべき課題として認識され､ 本






に一章を割いていることにも表れている｡ 他方日本は､ 国連人権条約諸委員会から､ ＶＡＷについ









在において､ 非常に憂うるべきことである｡ 本稿の二つめの目的は､ 『国連・ＶＡＷ立法ハンドブッ










重要な文書としてまずナイロビ将来戦略 (年) を上げなければならない｡ 次に年に成立
した女性差別撤廃条約によって設置された女性差別撤廃委員会による一般的勧告(年)､ Ｖ









はあらゆる社会の日常生活の中に様々な形で存在している｡ 女性は殴られ､ 障がいを持たされ､ 焼
かれ､ 性的に虐待され､ 陵辱されている｡ このような暴力行為は平和を他の ｢十年｣ の目標を実現
する上での主要な障害となっており､ これに特別な関心が向けられるべきである (パラ)｡｣
ＶＡＷはこのような問題であるとしても､ サバイバーでさえそれを ｢あってはならないこと｣ ある
いは ｢被害｣ と認識できない場合もあり､ 社会全体も ｢仕方のないこと｣ ｢自然なこと｣ などとし
て､ それをなくすことをいわば諦めるような傾向がある｡ それに対し戦略は次のように呼びかける：
｢女性には､ 虐待は改めることができない現象ではなく､ 女性及び子どもの肉体的､ 精神的保全に
対する攻撃であって､ 彼女らがサバイバーであるか目撃者であるかにかかわらず､ 暴力に対して闘
う権利 (及び義務) を持っていることを認識させることをとくに目指すべきである (パラ)｡｣
そして戦略は､ ＶＡＷのサバイバーを保護したり､ それをなくすための対策として､ ｢暴力の犠
牲となった女性に特別の注意を払い､ 包括的な援助を与える必要がある｡ このためには暴力行為を
防ぎ､ 女性の犠牲者を救済する法的措置を制定すべきである (パラ)｡｣ と､ 実効性のある法律
の制定を提案する｡ そしてその適切な運用に基づく問題への取組みのために国内機構を設立し､ サ
バイバーに制度的支援 (虐待された女性や子どもに避難施設､ 援助及び指導のためのサービスの提




この勧告はＶＡＷを ｢差別の一形態｣ であり､ ｢人権を侵害する｣ ものであるとする｡ そしてこ
の暴力をなくすために以下のような必要な措置をとることを締約国に勧告する｡















この宣言はＶＡＷを､ その１条で ｢女性に対する肉体的､ 精神的､ 性的又は心理的損害又は心理
的損害又は苦痛が結果的に生じるか､ もしくは生じるであろう性に基づくあらゆる暴力を意味し､
公的又は私的生活のいずれで起こるものであっても､ かかる行為を行うという脅迫､ 強制又は自由
の恣意的な剥奪を含む｡｣ とする｡ そしてこれをその前文は､ ｢ＶＡＷは､ 男女間の歴史的に不平等
な力関係の現れであり､ これが男性の女性に対する支配及び差別並びに女性の十分な地位向上の妨
害につながってきたこと､ 及びＶＡＷは女性を男性に比べ従属的な地位に強いる重要な社会機構の
ひとつである｣ とする｡ ナイロビ戦略がＶＡＷの ｢存在｣ を指摘した上でその対策を提案したのに
対し､ 撤廃宣言はＶＡＷを ｢社会機構｣ と捉え直した上でそれへの対策を提案する｡ この変化は重
要な変化である｡ なぜならＶＡＷをなくすには､ この社会の変革を促す必要があることを意味する













綱領は､ 女性差別撤廃条約の行動計画である｣ との理解を一昨年の女性の地位委員会で示した｡ こ
の綱領はの重大関心領域の一つにＶＡＷを位置付けた｡ 北京行動綱領はＶＡＷを､ ＶＡＷ撤廃宣





さし､ そのような行為を行うという脅迫､ 強制､ 自由の恣意的な剥奪を含む (パラ)｡｣ とする｡
この暴力の具体的な例としてＤＶ､ 強かん､ セクシュアル・ハラスメントを上げるとともに ｢武力
紛争における､ とくに殺人､ 組織的強かん､ 性的奴隷､ 強制妊娠を含む､ 女性の人権侵害が含まれ
る (パラ)｡｣ とする｡ この部分は冷戦終結後世界各地で起きた民族紛争において行われた様々
な性暴力を目の当たりとし､ その防止やサバイバー救済､ 加害者処罰の必要性が意識されるように
なったことを示している｡ ｢性的奴隷｣ は､ 旧日本軍戦時性奴隷の問題が想定されたものであるこ
とは言うまでもない｡ 引き続き綱領はＶＡＷの原因と結果､ そしてそれへの対策について記す｡ ま
ず原因については ｢女性の社会的､ 経済的地位の低さが､ 女性に対する暴力の原因とも結果ともな
りうるのである (パラ)｣ とし､ 結果については ｢女性に対する暴力は､ 歴史的に不平等な男女
の力関係を表すものであり､ 男性の女性支配と差別および女性の完全な能力の開発の妨害をもたらし
た (パラ)｡｣ とする｡ こうした原因と結果から綱領はＶＡＷを ｢女性に男性に比し従属的な地
位を強いる重要なシステムのひとつである (パラ)｡｣ と分析する｡ この理解は､ 女性に対する
暴力撤廃宣言の延長にあるものである｡ 宣言が示したＶＡＷに関する理解がここで再度確認された
ということだ｡ 対策については､ 伝統的な性別役割分業をなくすこと､ ＶＡＷをなくす実効性のあ
る法律の制定､ 特に加害者の訴追を強調した法律を制定すること､ 被害女性への保護及び賠償等を
保障することが必要であるとする (パラ())｡ さらに綱領は ｢メディアにおける女性への暴
力描写､ とくに強かんあるいは性的奴隷の描写､ ポルノグラフィを含めて性的対象として女性や少
女を使うことは､ 女性に対する暴力が広がり続けることに影響を与え､ 社会全体に広く､ とりわけ






刑事司法委員会により ｢ＶＡＷ根絶のためのモデルストラテジー｣ が作成され､ 年国連総会で
承認された｡ これはＶＡＷに対応する主として刑事法に関するものである｡
モデル戦略はまず締約国に対し､ 法律や法典そして手続法､ とりわけ刑事法を定期的に見直し､
評価し､ 改訂し､ ＶＡＷを根絶する価値や効果あるものとすること､ ＶＡＷを容認するような規定














こうした対策が提案されている｡ ここで示されている逮捕は､ ｢積極的逮捕政策｣ と呼ばれるも




























さに等しい責任を取らせ､ 再発を予防すること､ 加害者の逮捕､ 起訴､ 裁判の終了後も常にサバ
イバーの安全を確保することという考えがその基礎にあることがうかがわれる｡
そしてサバイバーに対する､ 特に法的支援について､
() サバイバーに対し､ 権利や回復のための手段､ 裁判への参加について情報提供すること｡
() 暴力サバイバーの訴えを援助をすること｡
() サバイバーが､ 加害者や国家から即時に公平な賠償を受けられるようにすること｡

















このように､ ナイロビ将来戦略から北京行動綱領､ モデル戦略に至るまで､ ＶＡＷは重大な女性
に対する人権侵害であること､ 女性を男性への従属的地位におくことを強制する重要なシステムで




略の後､ 年の北京＋５の成果文書は､ やはりＤＶや児童ポルノを含め､ 女性や子どもへの様々













要とされる､ ＶＡＷの定義､ サバイバー支援､ 処罰も含む加害者対応､ 裁判の進め方､ 予防対策､
監視機関の設置といった内容から構成されている｡ ＶＡＷの定義についてはサバイバーの経験､ 実
態を正確に反映できるように､ そして支援の仕組み､ 裁判､ サバイバーの賠償請求権､ 加害者への




ＤＶ､ 性的暴力､ セクシュアル・ハラスメント (以下 ｢｣ とする)､ それぞれの定義に含まれ
るべきことが説明されている｡ まずＤＶについては､ あらゆる形態の暴力が含まれる必要があると




行われた性的行為で､ サバイバーの人格的完全性 (インテグリティ) と性的自律を侵害するもの｡
は､ 性的な意味を含み､ 相手が望まないあらゆる言動がに該当する｡ こうした定義が示され








これは大きく､ 相談 (支援センター)､ 安全確保､ 生活再建支援に分けて見ることができる｡
①相談 (支援センター) について これに関する基本的な考え方は､ 人口当たりの設置数を定め､
十分な予算を措置した上で､ 全ての地域で平等にサービスを利用できるようにするということだ｡
そしてハンドブックは支援センターとして､ 女性支援カウンセリング､ 全国ホットライン､ レイプ







ある｡ まず緊急一時保護施設 (シェルター) の設置が必要であるが､ これは１万人あたり一箇所と
されている｡ 次に保護命令である｡ 日本のＤＶ防止法は保護命令として､ 退去命令､ 接近禁止命令
を持つ｡ しかしこれだけに限られず､ ハンドブックは､ 緊急保護命令､ サバイバーの生活費､ 医療
費支払いの命令､ 加害者の位置をサバイバーが正確に知ることができるための電子的監視命令など
も必要としている｡
③生活再建支援について 雇用継続支援､ 住居支援､ 経済的支援が必須事項とされている｡
ここでは特に前二者について見ておこう｡
雇用継続支援は､ サバイバーが受けた暴力の影響によって雇用継続にあたり何らかの困難があっ



















れたりする｡ そこでハンドブックは､ こうしたことを取り除くため､ ①裁判所を利用しやすくする



















たかどうか､ サバイバーの過去の性的経験が暴露されること､ 密室 (的状況) で起きることの多い
レイプを証明するための物的証拠を揃えることが困難であることをどう克服するのかの３点である｡
これらに関するハンドブックの提案をそれぞれ見てみよう｡
() 同意があったかどうか まず ｢同意｣ をどう捉えるかが問題となる｡ ここで従わないとど
うなるかわからないという ｢恐怖から｣ ｢仕方なく｣ ｢不承不承｣ 同意したときでも､ ｢同意があっ
た｣ と認定され､ レイプ (強かん) と判断されることは大変難しい｡ このような ｢同意｣ を ｢消極
的同意｣ という｡ ハンドブックは同意について､ ｢明白で自発的な同意｣ とすべきと提案する｡ こ
のような同意を ｢消極的同意｣ に対し ｢積極的同意｣ という｡
次に同意の有無はどのように認定されるのか｡ まず同意がなかったことを認定する状況として､
加害者の力づくまたは暴力により性的暴行が行われたという ｢抵抗要件｣ や､ 性器が挿入されたと




てハンドブックは､ 同意の有無を判断する二つの方法を提案する｡ 一つめは､ サバイバーが積極的
同意をしたかどうか､ そしてそれを加害者が確認したかに関する証明を加害者に負担させようとす
る方法である｡ 立証責任転換の提案である｡ 二つめは､ サバイバーと加害者がいた事件当時の状況
が､ 同意を強制される状況であったかどうかを認定し､ そのような状況であったときは同意はなかっ
たとする方法である｡ この ｢強制的状況｣ は､ 二人の間柄など､ ある程度客観的な事柄からの判断
が可能であろう｡ これら二つの方法が実際に用いられている国の例もある｡ いずれにせよサバイバー
の経験に基づく､ 被害実態に即して同意の有無を判断しようとする視点からの提案である｡
() サバイバーの過去の性的履歴 性的経験が豊富な女性がサバイバーであるとき､ 彼女の性
的経験を法廷で暴くことによってサバイバーは ｢ふしだらな女｣ であり ｢信用に足らない女｣ であ

















を受けたり､ 場合によっては職を失ったり､ 職場や学校に通えなくなってしまったり､ 転居を余儀








子どもの親権者や､ 加害者との面接交渉をどうするかは難問である｡ この点ハンドブックは､ 加害













している例もある｡ これらの国々の経験は､ かなり訓練を受けた警察官でないと､ 誤ってサバイバー
を ｢加害者｣ として逮捕してしまう弊害が発生することを教える｡ いずれにせよ警察､ 検察がＶＡ
Ｗに対し適切に介入することは必要不可欠なことである｡ この前提に立ち､ どのような逮捕政策､
起訴政策をとるかはいわば試行錯誤の中で探求してゆくべきことであろう｡
() 非親告罪 ハンドブックは､ 加害者を起訴するかどうかの責任はサバイバーでなく､ 検察
官が追うべきである､ つまりＶＡＷを非親告罪とすることを提案する｡ 性犯罪を非親告罪とする国








またについては､ その罪を繰り返し犯す者や､ 保護命令違反が繰り返すものに対し､ 通常よ
り重い罪を課すことも提案されている｡
() サバイバーへの賠償 既に () で説明したサバイバーに加害者への賠償請求権が認められ
るべきだとすることに対応する加害者の責任である｡












(８) モニター (監視) 機関の設置
()
ＶＡＷの実態把握のための調査の実施､ その結果を踏まえた国内行動計画や戦略を立案する｡ そ











なく､ その中でも特に喫緊な課題､ すなわち国連人権条約諸委員会による (改善) 勧告を受けてい
る点の中で､ 民事法にも関係する点について検討することとする｡ そこで次に､ それら (改善) 勧
告がどのようなものであるかを確認しよう｡
３. 国連人権条約諸委員会による (改善) 勧告
()



























・裁判官､ 警察官､ 検察官､ 警察官､ 刑務官に対するジェンダー・トレーニングの義務付け (同)
・性交同意年齢の引上げ (同)




















・暴力の防止､ サバイバーへの保護､ 支援の実施 (要請)
以上の勧告点の中で民事法にも関連すると考えられるのは､ サバイバーの賠償請求権確保の他､
性犯罪について､ サバイバー､ 加害者双方の性別制限をしない､ ｢暴行または脅迫を用いて｣ との
文言を強姦罪等の犯罪構成要件から外す､ サバイバーの同意の有無を判断するにあたり､ どれほど




(１) 性暴力被害の有無の判断について ３の末尾に示したように､ ここで検討対象とする勧告は､
強かん等の犯罪構成要件に関する勧告なので､ 一見､ 民事法との関係は明らかではないように見え

























であれ強制わいせつであれ ｢不法行為｣ として捉える仕組みになっており､ その成否はもっぱら解
釈による｡ そこで民事法の領域において速やかにハンドブックが提案する改正案を解釈のレベルで
































































防止・法整備のための国連ハンドブック』 (年､ 梨の木舎) をあげておく｡
(３) 不法行為法の教科書で､ ｢ＶＡＷ｣ が独立した項目として取り上げられているものは見当たらない｡
｢違法性の判断基準｣ の下に､ たとえば ｢身分上の人格的利益｣ のひとつとして性暴力の問題が取り
上げられている例を上げられる (吉村良一 『不法行為法』 (有斐閣､ 年) 頁)｡
(４) 岩井宜子 ｢性犯罪規定の見直し｣ 神奈川法学(年､ 頁以下) は､ 刑事法領域における
国連からの ｢宿題｣ を受け止めた論考である｡ 岩井宜子を座長とする ｢日本の性犯罪規定の問題点｣
と題するセッションが第回国際犯罪学会 (年､ 神戸学院大学) で持たれたが､ それもこの延長
線上にあるものである (個別報告：内山絢子 ｢性犯罪被害の実情｣､ 宮園久栄 ｢わが国の性犯罪規定
の検討｣､ 柴田守 ｢親告罪規定は廃すべきか｣､ 南部さおり ｢裁判員裁判と性犯罪｣､ 柳本祐加子 ｢国
際人権基準から見た日本の性犯罪規定の問題点｣)｡
(５) ここで取り上げた国連文書の日本語訳は､ 国際婦人年大阪の会編 『ナイロビ将来戦略と女性の未来』
(年､ 創元社)､ 国際女性の地位協会編 『女性関連法データブック』 (年､ 有斐閣)､ 北京世界
女性会議に提言する会 『行動綱領日本語訳』 (年) などを参考にした｡
(６)  !"なおこのモデル戦略は年５月に開催された国連・犯罪と刑事司法委員会で改
訂が承認された (!#$)｡ モデル戦略改訂版は､ 『国連・女性に対する暴力立法ハンドブッ
ク』 の後に現われたものなので､ 本稿では触れない｡ しかしこれも重要な文書であるので､ 改めて
%年版と年改定版を紹介する予定である｡
(７) ラディカ・クマラスワミ ｢家庭内暴力報告書｣ (!#$)｡ (クマラワスワミ報告書研究



























介し分析するものとして､ 子どもの権利条約レポート連絡会議 [編] 『子どもの権利条約から
見た日本の子ども 国連・子どもの権利委員会第３回日本報告審査と総括所見』 (年､ 現代人文
社) をあげておく｡ 子どもに対する性暴力に関する委員会総括所見に関し検討するものとして柳本祐




() 仙台高裁秋田支部平成年月日判決 (労働判例 )｡
() 刑集!巻４号頁｡ (注) の判決である｡
() 	
"#	$#	%$&'$(&
() 同様の考え方は日本の刑事法においても検討されている｡ たとえば (注４) 宮園久栄報告｡
(!) たとえば二宮周平 『家族法』 (年､ 新世社) 頁は ｢暴行､ 虐待 (ＤＶ)､ 悪意の遺棄､ 不貞
行為など離婚原因となった個々の有責行為自体が､ 通常の不法行為として慰謝料を認められることは
いうまでもない｣ とする｡
( ) 二宮 (注)  頁は憲法条について ｢婚姻をする者に自由な独立した人格を認め､ 婚姻はそれを
基礎とする一種の契約であるという婚姻観を表明している｣ とする｡
() これは ｢同居協力義務｣ に包摂できるのかもしれない｡








$) には､ サバイバーに対する賠償は現状回復に止まるのではなく､ その被害の原因たるジェン
ダー差別の解消を目指す必要があるのではないかといった議論が交わされたことが記録されている
(パラ以下)｡ また同じ 会期人権理事会では､ 2$ で､ 2$..
$$../$$
""	023)4 












参考資料１ (『女性への暴力防止・法整備のための国連ハンドブック』 (年､ 梨の木舎) より転載)
女性に対する暴力への対応
女性に対する暴力の定義
ＤＶ ・身体的､ 性的､ 心理的および経済的暴力を含む包括的な暴力
・婚姻､ 未婚､ 同性間､ 同居していない者を含む親しい関係に現在ある､ またはこれまでにあった個人､ 互いに家族関係
にある個人､ 同一世帯のメンバーである者
性的暴力 明白で自発的な同意なく行われた性的行為であり､ 身体の人格的完全性 (インテグリティ) と性的自律を侵害するもの
セクシュアル・
ハラスメント 差別の一形態であり､ 健康上及び安全上の影響を伴う女性の人権を侵害する犯罪である
雇用､ 教育､ 商品やサービスの受け取り､ スポーツ活動､ 財産取引を含む平等または上下の関係における､ 性的意図のあ
る歓迎されないふるまい































































































































































改正 被害者､ 加害者の性別制限をしない ※国連より勧告懸念
改正 ｢暴行又は脅迫を用いて｣ を削除する ☆ハンドブックの提案
改正 被害者の抵抗を犯罪成立の要件から外す
※国連より勧告懸念
☆ハンドブックの提案
改正 性交同意年齢の見直し ※国連より勧告懸念
改正 非親告罪とする ※国連より勧告懸念☆ハンドブックの提案
改正 法定刑の引き上げ
※強かん罪→強盗
罪 (下限５年) と
同等以上にする
※強制わいせつ罪
(６月以上年以
下の懲役→見直し
※集団強かん罪
(４年以上の有期
懲役)→強盗罪と
同等以上にする
※国連より法定刑引上げ
の勧告あり
☆ハンドブックの提案
・被害の大きさと見合っ
た判決であること
・ＤＶについて､ 反復
性の見られる者につい
ては厳しくする
※ ｢強姦罪の法定刑 (注・当時
はまだ下限が２年だった) の下
限を３年に引き上げるなど､ 他
の凶悪犯罪との均衡も考慮しつ
つ､ 法定刑の引き上げを検討す
るべきである｡
(Ｈ.女性に対する暴力専門
調査会 『女性に対する暴力につ
いての取り組むべき課題とその
対策』)
運用改善
マイノリティ､ 公務員による
性暴力 (性犯罪) (特別公務
員暴行陵虐罪)､ 米軍基地関
係者による性暴力 (性犯罪)
※国連より勧告あり
改正 挿入行為の類型を多様化させる
※国連より勧告懸念
☆ハンドブックの提案
改正 近親かん (近親者による性的挿入)
※国連より勧告懸念
☆ハンドブックの提案
※児童に対する性的虐待につい
ては､ 被害者が訴え出ることが
困難であるというその特性にか
んがみ､ 強姦罪等とは別の処罰
規定を設けるよりも､ むしろ､
悪質な事案につき厳正に対処し
て加害者を処罰するために､ ま
ずは事案の顕在化を促すことを
第一に考えていくことが必要で
ある｡
(Ｈ.女性に対する暴力専門
調査会 『女性に対する暴力につ
いての取り組むべき課題とその
対策』)
改正 夫婦間強かん (婚姻関係間の不同意性的挿入)
※国連より勧告懸念
☆ハンドブックの提案
※ (レイプは) 刑法において､
強かん罪､ 強制わいせつ罪等に
より､ 犯罪とされております｡
夫婦や親子､ 兄弟など､ 加害者
と被害者に親族関係があるかど
うかに関係なく､ レイプは犯罪
とされております｡ また､ 女性
が男性に対して行ったレイプに
ついても､ 刑法により処罰され
ることとなっております｡ (法
務省刑事局・国連拷問禁止委員
会第１回日本政府報告書審査審
議録､ )
新設 セクシュアル･ハラスメント罪 ※国連より勧告懸念☆ハンドブックの提案
(	) 被害者保護について 関係機関職員に対する人権､ジェンダー・トレーニング
※国連より勧告懸念
☆ハンドブックの提案
(
) 加害者対策 ※国連より勧告懸念
() 予防対策について 予防・啓発
☆ハンドブックの提案
・暴力防止教育
・ジェンダー平等教育
・法知識
・性教育
・一般啓発
